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災
害
関
連
死
の
状
況

　

５
月
23
日
、
石
川
県
珠
洲
市
、
輪
島
市
、
能
登
町

は
、
30
人
を
初
め
て
災
害
関
連
死
に
認
定
し
た
。
こ

れ
で
、
直
接
死
を
含
め
た
死
者
だ
け
で
も
２
６
０
人

に
上
る
。
他
に
も
関
連
死
を
申
請
中
の
方
が
い
ら
っ

し
ゃ
る
の
で
、
死
者
数
は
増
え
る
見
込
み
で
あ
る
。

　

能
登
半
島
地
震
の
珠
洲
市
、
輪
島
市
、
能
登
町
、

穴
水
町
の
奥
能
登
４
市
町
の
強
震
動
地
域
は
６
万
人

強
の
人
口
だ
。
こ
れ
は
２
２
３
人
が
亡
く
な
っ
た

熊
本
地
震
の
強
震
動
地
域
の
６
分
の
１
の
人
口
に
当

た
る
。
い
か
に
過
酷
な
地
震
被
害
で
あ
る
こ
と
だ
ろ

う
か
。

　

関
連
死
に
認
定
さ
れ
た
30
人
の
う
ち
、
遺
族
の
同

意
が
得
ら
れ
た
と
し
て
年
代
が
公
表
さ
れ
た
22
人
は

い
ず
れ
も
60
代
以
上
で
、
60
代
が
２
人
、
70
代
が
５

人
、
80
代
が
７
人
、
90
代
以
上
が
８
人
に
な
る
。

　

関
連
死
は
「
高
齢
者
が
避
難
生
活
の
過
酷
さ
で
命

を
落
と
す
」
と
い
う
最
後
の
状
況
に
着
目
す
る
だ
け

で
は
防
げ
な
い
。
そ
れ
は
、
住
宅
が
損
壊
す
る
こ
と

で
、
家
族
と
の
別
れ
、
避
難
所
な
ど
へ
の
移
動
、
衛

生
環
境
悪
化
、
排
せ
つ
困
難
、
必
要
な
水
分
や
栄
養

不
足
、
医
療
・
福
祉
機
能
の
損
壊
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
弱
体
化
、
な
ど
の
総
合
的
な
シ
ス
テ
ム
が
全
部
、

ま
た
は
一
部
が
壊
れ
た
た
め
に
発
生
す
る
か
ら
だ
。

住
宅
耐
震
化
政
策
の
現
状
と
課
題

　

私
が
特
に
重
要
だ
と
考
え
る
の
は
、
住
宅
の
耐
震

化
だ
。

　

総
務
省
が
２
０
１
８
年
に
行
っ
た
「
住
宅
・
土
地

統
計
調
査
」
に
よ
る
と
、
住
宅
耐
震
化

率
は
輪
島
市
約
45
％
、
珠
洲
市
約
51
％

だ
っ
た
。
全
国
平
均
が
87
％
な
の
で
、

奥
能
登
地
方
で
は
耐
震
化
が
遅
れ
て
い

た
。（
出
典
：
進
ま
ぬ
耐
震
化
、
被
害
拡
大
要
因
か　

能
登
半
島
地
震　

死
因
９
割
「
家
屋
倒
壊
」
全
国
で

同
様
の
懸
念
、
産
経
新
聞
２
０
２
４
／
２
／
２
）

　

耐
震
性
不
足
は
直
接
死
の
最
大
原
因

だ
が
、
多
く
の
関
連
死
も
生
み
出
す
。

　

現
在
の
自
治
体
の
耐
震
化
支
援
制
度

は
、
持
ち
家
で
自
己
負
担
の
で
き
る
人

へ
の
支
援
が
中
心
だ
。
模
式
図
的
に
示

す
と
図
表
１
の
よ
う
に
な
る
。

　

国
土
交
通
省
「
住
宅
の
耐
震
化
に
関

す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
」（
２
０
１
８
年
10
～
11
月

調
査
）
で
は
、
耐
震
化
に
関
す
る
課
題
と
し
て
「
費

用
負
担
が
大
き
い
か
ら
」
２
０
０
０
人
、「
古
い
家

に
お
金
を
か
け
た
く
な
い
か
ら
」
１
１
８
０
人
と
費

用
に
関
す
る
課
題
が
圧
倒
的
に
多
く
、
３
位
の
「
耐

震
化
し
て
も
大
地
震
に
よ
る
被
害
は
避
け
ら
れ
な

い
と
思
う
か
ら
」
６
４
１
人
以
下
を
大
幅
に
上
回
っ

て
い
る
。（
図
表
２
）

　

耐
震
化
が
進
ま
な
い
理
由
は
、
要
は

「
お
金
」だ
。

　

現
状
で
は
自
己
負
担
の
で
き
る
一
定
の

所
得
の
あ
る
人
に
は
公
的
支
援
が
あ
っ
て

耐
震
化
が
で
き
る
。
一
方
、
低
所
得
で
自

己
負
担
の
で
き
な
い
人
や
賃
貸
の
人
へ

は
、
た
と
え
意
欲
が
あ
っ
て
も
具
体
的
な

支
援
が
な
い
。

　

果
た
し
て
、
こ
れ
は
税
の
使
い
方
と
し

て
公
正
だ
ろ
う
か
。
ま
た
、
年
金
暮
ら
し

の
高
齢
者
に
耐
震
化
を
求
め
る
の
は
現
実

的
だ
ろ
う
か
。

　

今
の
制
度
で
は
、
こ
れ
以
上
の
耐
震
化

は
進
ま
ず
、
大
地
震
で
同
じ
よ
う
な
被
害

能
登
半
島
地
震

～
最
大
の
課
題
は
住
宅
耐
震
化
～
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図表1　自治体の耐震化支援制度の模式図（筆者作成）

持ち家 賃貸

高所得 自己負担2分の1～3分の1程度、
公的支援2分の1～3分の2程度

なし

低所得 なし なし
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が
出
る
こ
と

は
確
実
だ
。

　

耐
震
性
の

基
準
は
国
が

当
時
の
科
学

的
水
準
で
定

め
て
い
る
。
地

震
災
害
が
起

き
る
た
び
に

改
正
さ
れ
て
、

２
０
０
０
年

６
月
の
耐
震

基
準
を
満
た

し
た
建
物
は

熊
本
地
震
で

も
ほ
と
ん
ど

被
害
が
出
て

い
な
い
。
つ
ま

り
現
在
の
基

準
で
住
宅
を

耐
震
化
す
れ
ば
人
命
は
守
れ
る
。

教
育
、
社
会
保
障
と
耐
震
化
政
策

　

教
育
や
医
療
、
福
祉
な
ど
、（
一
部
自
己
負
担
は

あ
る
も
の
の
）
一
定
基
準
ま
で
は
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ

ニ
マ
ム
と
し
て
制
度
化
さ
れ
全
国
に
行
き
渡
っ
て
い

る
。
教
育
や
社
会
保
障
は
、
こ
れ
を
自
己
負
担
に
任

せ
る
と
、
一
部
の
で
き
る
人
と
、
多
く
の
で
き
な
い

人
が
出
て
く
る
。
国
民
の
教
育
や
健
康
水
準
が
保
て

ず
、
貧
富
の
差
に
よ
る
大
き
な
格
差
が
生
じ
て
社
会

の
安
定
性
、
一
体
性
が
損
な
わ
れ
る
。

　

そ
こ
で
、
教
育
や
社
会
保
障
分
野
に
は
、
税
を
投

入
す
る
こ
と
で
公
平
性
が
保
た
れ
、
長
期
的
な
国
民

的
利
益
に
つ
な
が
る
と
み
な
さ
れ
る
。

　

こ
れ
を
個
人
モ
デ
ル
か
ら
社
会
モ
デ
ル
へ
の
転
換

と
い
う
。
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
で
福
祉
国
家
が
誕
生
し
た
背

景
で
あ
る
。
な
お
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
を
超
え

る
サ
ー
ビ
ス
を
求
め
る
者
は
、
自
己
負
担
し
て
民
間

サ
ー
ビ
ス
を
使
え
ば
よ
い
。

　

住
宅
耐
震
化
は
、
人
命
を
守
る
と
と
も
に
経
済
的

効
果
も
高
い
。
２
０
０
９
年
４
月
の
東
南
海
・
南
海

地
震
の
地
震
防
災
戦
略
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
結
果

（https://w
w
w
.bousai.go.jp/jishin/tonankai_

nankai/pdf/follow
up.pdf

）
に
よ
れ
ば
、
３
年
間

の
取
り
組
み
に
よ
り
想
定
死
者
数
は
約
４
０
０
０
人

減
少
、
経
済
被
害
は
11
兆
円
減
少
し
て
い
る
。
そ
の

根
拠
と
し
て
死
者
数
の
半
数
、
経
済
被
害
の
７
割
は

住
宅
な
ど
の
耐
震
化
の
効
果
に
よ
る
と
さ
れ
て
い
る

（
残
り
の
効
果
は
津
波
対
策
に
よ
る
）。
耐
震
化
は
、

大
地
震
が
あ
る
こ
と
を
前
提
と
す
れ
ば
、
経
費
に
比

べ
て
経
済
被
害
を
抑
止
す
る
効
果
が
著
し
く
高
い
。

　

こ
れ
こ
そ
、「
公
助
」で
取
り
組
む
こ
と
の
価
値
だ
。

耐
震
化
は
公
助
で

　

ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
を
実
現
す
る
た
め
の
自
己

負
担
割
合
は
、
教
育
、
医
療
や
福
祉
分
野
で
は
、
困

窮
度
や
年
齢
を
考
慮
し
て
決
め
ら
れ
る
。

　

住
宅
耐
震
化
は
、
国
が
国
民
の
命
を
地
震
災
害
か

ら
守
る
耐
震
基
準
を
定
め
、
耐
震
改
修
促
進
法
に
よ

り
自
治
体
に
耐
震
改
修
促
進
計
画
作
成
義
務
を
課
し

た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
で
あ
る
。
し
か
し
、
耐
震

化
に
は
年
齢
や
困
窮
度
な
ど
の
考
慮
が
働
か
な
い
。

自
己
負
担
し
な
け
れ
ば
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
ミ
ニ
マ
ム
に

届
か
な
い
の
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
耐
震
化
は
個
人
の

責
任
と
い
う
、
個
人
モ
デ
ル
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ

と
の
証
左
で
あ
る
。
し
か
も
、
多
く
の
場
合
、
高
齢

や
低
所
得
で
自
己
負
担
能
力
が
低
い
方
が
対
象
に
な

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
。

　

私
は
、
地
震
大
国
日
本
で
は
、
耐
震
化
は
社
会
モ

デ
ル
と
捉
え
、
公
費
で
耐
震
化
を
進
め
た
方
が
良
い

と
確
信
し
て
い
る
。
実
際
に
取
り
組
ん
で
い
る
の
が

高
知
県
黒
潮
町
だ
。
町
は
、
30
万
円
の
設
計
費
、

１
２
５
万
円
ま
で
の
改
修
工
事
費
ま
で
は
全
額
助
成

す
る
。
耐
震
改
修
の
意
志
さ
え
あ
れ
ば
、
年
齢
、
所

得
に
関
係
な
く
耐
震
化
が
で
き
る
。
こ
れ
に
よ
り

１
万
人
の
人
口
で
年
間
に
１
５
０
件
程
度
の
耐
震
化

補
助
を
実
現
し
て
い
る
。
住
宅
耐
震
化
を
個
人
の
問

題
と
す
る
の
で
は
な
く
、
自
治
体
が
行
う
べ
き
公
共

的
課
題
と
捉
え
た
本
気
度
が
素
晴
ら
し
い
。
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図表2　耐震化に関する課題

耐震化に要する費用負担が大きいこと、耐震化の必要性に関する認識不足、耐震改修工事に対応可能な事
業者に関する情報の不足などの課題に対応することが求められている。
耐震化に要する費用負担が大きいこと、耐震化の必要性に関する認識不足、耐震改修工事に対応可能な
事業者に関する情報の不足などの課題に対応することが求められている。

人 人 人 人 人 人

不明（未回答）

その他

建替えの予定があるから

相談相手がわからないから

当分の間大規模地震は
起きないと思うから

住み替え（子供の家や高齢者
向け住宅・施設等）の予定があるから

耐震性があることが確認されたので、
耐震改修の予定はない

引越などがわずらわしいから

特に必要性を感じないから

耐震化しても大地震による被害は
避けられないと思うから

古い家にお金をかけたくないから

費用負担が大きいから

住宅の耐震化に関するアンケート調査

（出典）国土交通省住宅局建築指導課建築物防災対策室「住宅の耐震化に関するアンケート調査」（令和元年10月～11月実施）




